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　　1．はじめに
福祉国家の危機が語られている。そして「福祉社会」の構想が進めら
れている。福祉国家の危機とは何であり，危機の原因がどこにあるのか。
そして福祉社会へ行かざるを得ない理由，福祉社会が直面する問題は何
か。これらの問題に若干の考察を加えることが本論の目的である。
　　2．福祉国家の前景
　まず福祉国家の成立した事情を見てみよう。近代ヨーロッパの世界シ
ステムは国民国家と市民社会の成立に求めることができる1）。最初の秩
序はすべて主権的国民国家の成立として確立される。主権的国家秩序を
形成するために，対外的には軍事力による安全保障の確保と外交・国際
法・関税の確立をめざし，国家内部では国内秩序を確立するために司
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法・行政・公共事業の整備がはかられる。合理的官僚制度の育成によっ
てこの課題が追求される。この国家機能を遂行するための費用として近
代国家は国民の租税に財源を求める。国家は国民という基盤で租税を財
源とした「主権」を確立するために「君主」権力に頼った。君主は「平
和と法の保護」という理念で租税国家を根拠づけた。
　国民国家という秩序を必要としたのは商工市民階層であった。商工市
民階層は軍事・政治・法的に君主国家に保護されつつ，経済的に君主国
家を支える2）。商工市民階層は「平和と法の保護」というベネフィット
と租税として負担する費用・コストの計算を始め，宮廷から議会に討議
の場を移し，議会への租税負担能力を武器に権力参加に成功する。議会、
を中心にして君主の支配の合法性・正当性が討議され，国家から君主権
力の排除と国家の市民社会化がはかられる。法治国家化である。
3．市民社会と自由・平等の理念
　市民階層は近代世界成立以前から商業，製造業を職業として都市で生
活を営んだ。農村共同体の間の生産物流通の担い手として，遠隔地貿易
の担い手として生活をした。前近代的世界という大海の離れ小島のよう
な存在として，身分秩序も第三階級として底辺を占めた。しかし近代に
なると農村で中産的自営農民として農業を営みつつ，農村工業として羊
毛工業を発展させる担い手が商工市民階層に加わってくる。羊毛工業を
中心としつつ市場が拡張し，市民階層が国家を「国民」化する3）。局地
的市場圏から地域的市場圏を経て国民的市場圏が形成される。このイギ
リスに代表される羊毛工業，インド貿易会社による貿易の拡大を経て18
世紀後半産業革命が起こり，商業・産業社会への巨大な歩みが始まる。
　市民階層はより自覚的な階級として国民国家の範囲内ではあるが自分
たちの価値理念に沿う文明化された「社会」，のちに「市民社会」と呼
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ばれることになる「社会」の実現をめざすようになる。「自由・平等・
博愛」の実現される社会である。博愛は現実には祖国愛として国民国家
の絆としてナショナリズムを支える役割を果たし，市民階層は「自由と
平等」，「自由と正義（公正）」という理念で経済行動，経済制度，社会
制度の整備をはかる。
　市民階層は中心となる理念を「自由」にもとめ，「平等・正義・公正」
の可能性を「見えざる手」の導きに委ねた。「自由」は「自由放任」レ
ッセフェールとして君主や封建勢力からの解放のためのスローガンとし
て主張される。政治的社会的諸問題は市民自身の手で政治的選択の自由
と投票の数，多数決原理で解決していくと主張される。経済的問題につ
いては「自由」は「競争」原理として，市場の価格機構を通して「調
和」と「均衡」を実現すると主張する。経済には経済の論理があるので
経済外的次元から干渉してはならないという主張である。「競争」のみ
が経済合理性を生みだすことができるとした。
　しかし「自由」の理念を「競争」という理念に等冷することがどうい
う事か，近代市民階級は考えて見ることもなかった。近代ヨーロッパ世
界が自分たちの文明の真の理想を古代ギリシャ文明に求め，ひたすらル
ネッサンスしていった当のギリシャ文明における自由はまず何よりもポ
リスの自由民である事であった。ローマ文明においても自由とはローマ
の市民権を持っていることであった。このようなポリスの市民としてイ
デアの理想のもとで自分のアイデンティティを確立しつつ，ポリスの
神々からとポリスからの名誉を獲得する方法が「アゴーン」々γ伽競争
であった。オリンポス山にいる神をオリュンピアに招き「神々も御照覧
あれ，私のこの足の早さを！」と競技を競ったのがオリンピックであっ
た。競技のために苦しみに耐え，神々とポリスの公共の場で勝利してポ
リスの名誉を獲得する。優勝した者はオリーブの花冠を戴いて，名誉の
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印に生涯プリュタイネオン（迎賓館）で昼食にあずかる特権が恩給とし
て与えられた。このオリンピックのアゴーン精神は政治，法，文学，演
劇とポリスにとって重要な領域で発揮された。政治領域での弁論による
指導者の選択と独裁防止策としてのオストラキスモス（陶片追放），法
廷面での法廷弁論による判決，文学・演劇面でのアテナイのアクロポリ
ス南山麓のディオニュソス劇場で行われた悲劇コンクール，これらすべ
てがアゴーンの精神で行なわれた4）。
　アゴーンは卓越さを通して神々に近づく試みであった。ギリシャ文明
における貴族主義とアゴーンの精神は深く結びついていた。ギリシャ民
主制が経済的奴隷制の上に成り立っていた思想的意味は卓越さを通して
神々に近づくという意味での貴族主義を否定しなかったからである。天
界のコスモスの秩序，ポリスの秩序調和（ソプロシュネ），これはすべ
てロゴスの支配する根拠である5｝。あらゆる権力，他者に命令し，他者
を支配する政治的道具がロゴス（言葉）である。このロゴスは秘密を許
さない。公共の場で公開されたなかで真実を求めてロゴスの導きによっ
てダイアローグしていく。天と地，神ζ人間とは互いに友情と規律，節
度と正義からなるコイノニア（共有財産）によって結ばれている。アゴ
ーンがロゴスによってダイアローグされる中に真のコイノニァ，正義が
実現される。「競争」とはロゴスによってダイアローグしながら徳を高
め，真理に近づくことであった。
　問題はどのように徳や正義をポリス全体に実現するか。とくに自由人
の「徳」に応じた名誉・権力をどのように調整するか。ポリス構成員の
徳が本来あるべき場所を占めるためにはどうしたらよいか。存在する事
柄の構成要素間の比例的調和を明らかにするのが幾何学の存在根拠であ
った。幾何学は人間世界において最も崇高なロゴスや「徳」といった見
えない次元に調和と論証を与えるためのものであった。このようなロゴ
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スや徳における幾何学的調和が経済的領域，労働や消費の世界に成り立
つとはどうしても思われなかったようである。古代ギリシャ文明もロー
マ文明も経済とアゴーンを結びつけることをしなかった。
　ヨーロッパ人は「ギリシャ・ハイウェイ」という言葉を好む。ヨーロ
ッパは古代ギリシャ文明をルーツにしている。キリスト教による強い影
響はあったが近代になって再びギリシャ文明が近代ヨーロッパ文明とし
て花開いたという考えである。
4．近代市民社会と市場経済競争
　ヨーロッパ近代世界は政治，法，文学・演劇，体育面すべてに「競，
争」を再導入した。しかも古代ギリシャのポリスもローマ文明もついに
生み出すことのなかった「経済」領域に，古代ギリシャのポリスにおけ
るアゴラを拡大した「市場」に「競争」システムを作り出したのである。
近代商工市民階級が近代国民国家における自由民として根拠づけられた
からである。
　「自由平等に対する人権確立のお手本は一ゲオルク・イエリネック
G．Jellinek，が証明したように一人間はすべて神の被造物として平等に
生まれたもので，神の書家たる以上何ぴとも同じ人間に対して特権を有
しないとする，キリスト教的理念である。」6）
　今日の17世紀のイギリス市民革命の研究はどこまでが市民の「階級革
命」でどこまでがキリスト教「千年王国」の探求，「神の国」の探求で
あったかその区別さえ困難なほどである。ピューリタニズムが禁欲的責
任倫理として労働・貯蓄（資本蓄積）過程に重要な役割を果たしたとい
うウェーバー理論とともに，キリスト教が市民社会を自由人の社会とし
て位置づけたという面が重要である。経済活動は奴隷階級の卑しい仕事
でなく，人間の尊厳と社会的価値を創造する職務である。中世的世界に
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おいて聖職者にのみゆるされた「ベルーフ・コーリング」Beruf，　Call－
ingという神に直接むすびついた尊厳が経済活動に保証される。「労働」
が「価値」の源泉であり，根拠であるという理念によってこれまでの身
分体制を根拠づけていた「徳」という理念が相対化されつつ，新しい世
界の理念的根拠づけが「労働価値」によってなされる。市民社会の基礎
理念としての「労働価値」理論である。
　「自由」という理念は「自由放任」としても第一・第二階級としての
貴族・僧侶階級からの独立，君主権力からの脱出として追求された。こ
の課題はすぐに実現される。問題は「自由」を「競争」として根拠づけ
る困難性である。
　古代ギリシャのコスモス的秩序はもはや存在せず，無限に広がる二本
の矢印という座標軸のなかの点線としての存在しかゆるされない死せる
客体としての世界が近代の運命となる。形而上学的次元も解体するなか
でイデア的理想をエロースの愛でアゴーンとして飛翔する道は初めから
閉ざされる。自分の存在さえ懐疑のなかで確かめる以外に方法がないと
いう不安に投げ込まれる。すべての秩序，権威のハイラルヒーが積み木
崩しのごとく崩れ去る。近代的人間のアイデンティティは動物との連続
性に求められる。動物は植物との連続性に，植物は無機物としての物質
との連続性に根拠が求められる。人間の物質への還元であり，最終要素
への解体である。ただ一つの調和は数学的秩序である。死せる客体の存
在根拠は有用性・機能性であり，関数的相互依存性の生み出す均衡的美
的秩序である。
　神の似姿であるがゆえに，何人も他人に対して特権を有しないという
キリスト教理念を市民階級は君主や貴族の特権を排除するために利用し
た。権力を議会に移し議会で立法し，その法のもとに権力を立法，司法，
行政に分割し，権力間の均衡を実現しようとした。そして経済領域での
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「労働価値」論で市民社会を根拠づけようとした。しかし「労働価値」
論はすぐに「効用」理論，「希少性」に基づく効用最大化理論に代わる。
市民階級は効用最大化を可能にする機能階級として根拠を主張する。こ
の機能を遂行する経済主体，経済人格が企業である。企業は利潤を追及
しつつ社会全体の効用を最大化する。企業の利潤最大化の追及が消費者
の効用最大化を生み出す。効用を最大化し，利潤を最大化することが
「競争」の目的である。自分が高貴になるための競争ではなく，自分の
欲望を最大化し，自分の目的を最も整合的に達成するための手段が競争
となる。この競争によって経済的富と価値の関数的「一般均衡」を作り
出そうとしたのである。
　しかしこの企業経済社会で「能力に応じて労働し，労働に応じた報
酬」としての「交換の正義」は満たされるのか。
5．市民社会の階級性と社会全体の均衡
　そして市民社会はその階級的限界性を露呈する。市民階級は生産力を
担う階級である。商業・工業生産力を支配する限りで市民階級である。
18世紀イギリスにおいて理論化された市民社会の調和的理論（アダム・
スミス）にもかかわらず18世紀後半イギリスで本格化した産業革命と工
業化の進展が生産力をまったくもたない階級を生み出した。自分の生命
と労働力しか商品として提供できない階級である。この階級に「能力に
応じた労働，労働に応じた報酬」としての「交換の正義」が保証される
可能性はあるのか。階級闘争が「正義」をめぐって遂行される。
　市民社会は生産力・生産手段の所有という関係の下で人間の「労働力」
を技術化することによって「人閲資本」化し，さらには「人間開発」化
することによって工業社会は「技術社会」化しつつ，市民社会は展開さ
れていく。
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　しかし企業社会，技術社会，市場社会は伝統的経済，社会秩序を解体
させ，その土台を掘り崩す。景気変動過程は不況過程での競争に勝者と
敗者を生ずる。そして競争過程で勝利する勝者，それは基本的に独占
的・寡占的企業であるがこれらの企業以外にとっては崩壊過程である。
とくに失業者にとって深刻である。失業は工業社会・産業社会において
は生活全体の崩壊である。市場経済と企業経済の進展は伝統的社会秩序
を破壊しつつその不安定性を広げて行く。しかも市民社会原理で秩序づ
けることが出来ないとき，社会全体が無秩序に陥る。
　「大衆社会」論として論じられた諸問題であるη。この「大衆」とい
う規定は「市民」という範疇で社会全体の階層を包摂出来ないことから、
なされた表現である。ここからどのように市民社会原理で包摂できない
領域に秩序を与えて行くかということが課題となる。無秩序領域に社会
主義・共産主義革命の危険性，ファシズム，ナチズムの危険性が生ずる。
6．国民国家と福祉
　市場と企業による経済競争過程が景気変動・不況・恐慌を生ぜしめ，
失業の危険を生み，独占・寡占による公正さの破壊という諸問題を解決
すべく，「国家」が政府による行政力を用いて介入することになる。「大
衆社会」の混乱を「国家」という秩序の中に包摂しようとする。国家は
市民社会内部の問題解決とともに，市民社会外の諸領域の問題の解決に
も乗り出す。様々な問題の解決は問題間の調整とその整合性，合理的論
理化を要求することになる。調整過程は「計画」化への過程を要求する
ことになる。
　市民階級は最初第三階級として権力へ参加するために議会の構成員と
して租税負担力を武器にした。商業・工業活動の過程で私的利益として
獲得した価値余剰を租税として「公的」目的のために支出した。市民階
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級は市民階級の利益と権力獲得のために「最大多数の最大幸福」という
理念を用いた。そして社会全体を功利主義理念で根拠づけた。「効用」
と「希少性」原理の体系として社会全体を位置づけた。
　市民階級の権力獲得のための「最大多数の最大幸福」という理念は大
衆国家になることによってついには「国民全体の福祉」という理念にな
る。国家社会全体の意思は国民全体の投票数の多数によって決定される
ことになる。権力が国民全体の中の多数決で決められる以上，国民全体
の意思が決定的に重要にならざるを得なくなる。とくに第一次世界大戦，
第二次世界大戦は国家間の総力戦であったからそれまで国家権力の中枢
から外れていた労働者階級・農民層の利害を尊重せざるを得なくなる。
それぞれの社会階層が利益団体として圧力集団化し議会に働きかけてい
く。「民主主義」を指導理念とする「多元社会」化である。このような
大衆社会と多元的利益団体社会に全体の秩序を与える理念的枠組みはい
ぜんとして「国民」という範疇であり，「国家」という範疇である。近
代世界システムが形成される過程で登場した「国民国家」という範疇は
大衆社会，多元的利益団体社会の到来によってより一般化することとな
った。「福祉国民国家」という仕方で。
　ところで「国民全体」の「福祉」を実現するための財源は国民全体か
ら徴集される租税によって賄われる。まさに租税の国家化である。市場
経済，企業経済の競争過程で生じた経済不況・恐慌問題，失業問題，独
占・寡占問題から始まって，国民全体の福祉の問題を解決するために国
民的次元から「計画化」が進められるが8），この計画を遂行するための
費用は国民から徴集した税金で賄われることになる。国家の存立が租税
に依存し，租税の限界が同時に国家機能の限界となる。議会によって決
定され政府によって遂行される経済政策・社会政策は国民から徴集され
た租税の範囲内で遂行される。国家も「コストーベネフィット」的合理
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性の法則に規定されることになる。
　ところで国家が「国民」全体の「福祉」を達成しようとして調達する
費用の負担は生産力の担い手としての商工市民階層である。市民階層の
生産活動は市場の価値・価格競争によって評価されるから絶えず効率を
高めて行かざるを得ない。これに対して議会の投票の結果求められる経
済・社会政策は民主主義が進展すればするほど権利体系は「一票は一
票」として画一化し，欲望と真の福祉との区別が困難になる。福祉国家
は「パンとサーカス」の提供機関になる。国家は「高福祉」を達成する
ために「高負担」に頼らざるを得ないが民主主義的政治体制では「高負
担」はますます困難になる。国家は大衆の忠誠を得るために税の累進化
と国債・公債の発行に頼らざるを得なくなる。国家の借金化である。そ
して国家破産の危険性が一般化する。「福祉国家」の危機である。
7．市民社会の新しい次元
　この福祉国家の危機に直面して「国民国家」を「市民社会」の原理で
再構成する試みが出てくる。とくに市場の競争原理で福祉国家を整理し
直す試みが生ずる。国家の行政システムの改革である。租税国家の市場
経済体制への改変である。国家機能の市場的合理化である。国家の果た
すべき任務が何なのかと言う事が問われてくる9）。
　つぎに「国民」とは何か，ということが問われてくる。「能力に応じ
て労働し，労働に応じて報酬を得る」という意味での「交換の正義」で
「国民」経済を根拠づけることが困難となる。交換関係の正義関係を国
民全体へ拡張することは困難となる。国民が国民であるということだけ
で生活の保証が得られる根拠があるのかという問題が生ずる。市場・企
業経済システムのもとでは「能力」や「労働」は商品としての価値を持
つことが必要である。能力や労働が，技術としてであれ芸術としてであ
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れ商品価値を生み出すものでなければならない。市場経済は技術社会と
貨幣社会化を押し進める。そして社会は技術労働者を育てるために学校
「教育」，職業教育を最重要課題にするようになる。そして社会の商品化
が一層貫徹される。
　市民社会は単なる資本所有者の社会経済であることを超えて，全人間
の能力を技術という次元で極限まで押し進める社会になる。すでに見た
ように「労働」は「人的資本」となる。資本の最も中心を成すものと見
倣されるようになる。商品として表現される価値創造態として。そして
「人的資本」は「開発」の中心に位置するようになる。「人間」が「人
間」を開発するようになる。「人間開発」一論への展開である。
　近代の少数者中心の権力体制から近代の市民階層にまで拡大される社
会形成を超えて，人間の能力が商品可能性という意味での価値創造主体
として形成される社会が進展する。「大衆社会」は社会全体が価値創造
主体として競争過程に投げ出される社会となる。「効用」とか「欲求」
というのは本来主観的な概念である。しかし，この主観subject的概念
が市場における商品として表現される価値・価格を媒介する時，pro－
ject〈投企〉になる。主観としての効用はprojectとしての企業になる。
人間がこのようなproject主体になるとき，効用と結び付く個体主義が
すべての労働と分業関係としての職業化される企業になる。効用は新結
合としての生産，技術革新（イノベーション）として企業によって遂行
され実現される。企業は技術革新によって新しい価値を創造しつつ古い
価値を破壊して行く。企業はさしあたってobjectとしての希少性を豊
富さへと変える。希少性が生産によって非希少化されるにしたがって希
少価値も失われる。企業は新たな効用と希少性を求めて技術革新を押し
進める。この過程はいずれ矛盾に陥ることになる。希少性・貧困と過多
性・豊富さが判別困難になる。セーの法則から反セーの法則への逆転で
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ある。
　ところで効用にしろ希少性にしろ，それは財所有から生まれる事実で
ある。そして他者が同じ効用を持ち希少性をもつ事から生ずる価値であ
る。取り引き可能性，交換可能性としての価値である。まさに交換の正
義を根拠づけるためのものとしての価値である。しかし財の生産の困難
さから生ずる価値，財を用いてある目的を実現することから生ずる価値
というproject的価値がある。企業主体として商品価値を創造する根拠
としての価値が次に問題となる。創造能力としての価値である。
　project的創造能力の開発競争が一般化する。競争は他者による自己
の承認，自己のアイデンティティの確立を目指すものになり，この自己
の承認，自己のアイデンティティはprojectとしての創造能力の開発競
争として遂行される。この競争過程においては「将来（未来）価値」が
決定的に重要である。「価値創造」は未来に関わる。将来からの価値創
造が「現在」の価値に実現することによって「過去」の価値が否定され
破壊されて無価値化する。イノベーション・新結合の遂行による価値の
創造は将来価値の創造である。イノベーションによる価値創造は芸術的
価値と同じである。芸術価値はその芸術品が公表されることによって伝
統的価値が相対化され，偉大な芸術品であればあるほど，伝統的価値が
否定されてしまう。伝統的価値がそれでも存続し得るのは新しい芸術作
品によって否定され尽くさない価値領域の存続によってである。自動車
が発明されるまではそれを持たない事によってわれわれが物足りないと
思うことを知らなかった。しかし自動車が発明され，それが社会の交通
体系になって使用されるようになるとそれは最も重要な価値を持つよう
になる。自動車の出現によって駅馬車という交通手段は完全に否定され
てしまった。駅馬車に対する「効用」も「希少価値」も失われてしまっ
た。使用価値も交換価値もなくなってしまった。これに対して自動車に
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たいする「効用」と「希少価値」が新たに出てくる。自動車の使用価値
と交換価値が新たに生まれてくる。
　「企業」を企業たらしめる本質は将来価値の創造にある。企業はいま
だ商品化されていない「価値」をproject化する。慣行軌道上を；進んで
いる状況の中から生産方法の革新，流通方法の革新，新資源の開発，新
技術の導入によって新商品，新サービスを提供して利潤を得る。資本が
無い場合，銀行その他の機関から借金（信用創造）して賄う。
　企業が将来価値の創造に追い立てられるのは，市場競争の激化による。
市場で企業競争は企業の収益を急激に失わせ，費用競争による淘汰を強
める。企業のイノベーションによる新商品・新サービス供給による利潤
率が市場の平均利潤率より高い場合，また費用水準が市場の平均費用水
準より低い場合，企業にとって有利に競争過程を押し進めて行くことが
出来る。もし収益利潤率が市場での平均利潤率より低くなるか，費用水
準が市場での平均水準より高くなった場合，競争に敗れることになる。
この危険性から逃れることができるのは，新しい経済価値の創造以外な
い。こうして企業・産業体制全体，市場経済社会全体が未来へ未来へと
進んでいく。すべてが将来価値の創造マシーンとなって急回転していく。
8．福祉社会と福祉世界
　近代世界システムは国民国家の形成から始まった。国民国家を確立す
るためには商工市民階層による経済的支えを必要とした。しかし市民社
会への動きは生産力を所有する市民層と労働力を商品として生活する労
働者階層を生みだし，市民社会は分裂の危機に陥った。この危機に対し
て労働力を技術によって「人的資本」化し「人間開発」化して市民社会
の中に包摂しつつ経済均衡と社会均衡を同時に達成しようとする。この
均衡達成への試みは経済全体・社会全体のイノベーション化を必要にさ
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せ，将来価値の創造という課題を生み，激しい動態運動へと駆立てる。
未来を作詞し作曲して芸術価値を創造する事によってのみ生きのびるこ
とができる社会である。市民社会は新たな分裂を引き起こす。将来価値
を生み出せる階層と過去価値によって生きる階層の分裂である。
　国民国家が国民国家として存続するためには将来価値を創造する階層
のみならず，過去価値に執着して生き延びようとする階層をも守って行
くことが求められる。将来価値の創造が出来る階層は「国民国家」に依
存する度合いが弱いのに対し，過去価値を保守する階層は「国民国家」
に依存する度合いが強い。国家は過重な負担を強いられる。市民社会の
危機のとき国家は介入して問題の解決をはかった。しかし激しい動態過
程に国家は対応出来ない。官僚制度を整備すればするほど変動に対応す
ることが困難となる。「計画」をすればするほど変動過程に対応するこ
とが困難になる。ムービング・ターゲットを撃つ困難さである。
　しかし国家は「福祉国家」たることが求められる。そして「福祉」と
その費用を賄う財源としての「租税」との関係がますます緊張してくる。
「租税国家」の危機としての「福祉国家」の危機である。「社会主義」的
「福祉国家」は破綻した。市民・国民の「自由競争」の代わりに行政的
「計画」によって「福祉」を実現しようとしたからである。ここで明ら
かになったのは個人であれ集団であれ，国家であれ，基礎に据えなけれ
ばならないのは「競争」であるということであった。しかし「競争」は
弱肉強食化を強める。そこで求められるのが「自由に基づく正義」に競
争を高めることである。「福祉国家」は「競争」を越えて「自由に基づ
く正義」によって根拠づけられなければならなくなった。
　国民国家と市民社’会の複合体として展開された近代世界システムは将
来価値を創造する集団が国民国家を突き抜けてグローバル次元での展開
をするように変えられる。今日ますます重要な存在となってきているの
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がグローバル企業としての超国家企業の存在である。グローバル企業も
「競争」を基本戦略にする。そして「競争」を基本理念とするという意
味でグローバル企業は国民国家範疇の継承者ではなく市民階級の継承者
である。その意味で現代世界システムの意味解明は帝国主義論にではな
く，市民社会論にあるといえよう。「福祉国家」は「競争」過程を乗り
越えていくことができない。そして「自由に基づく正義」の理念を実現
できない。ここで「国家」という範疇はより自覚的理念態として「社
会」という範疇に高められねばならない。「福祉社会」という範疇であ
る。そして「福祉社会」も，よりグローバルな範疇としての「福祉世
界」という範疇も，市民社会論の系譜に属するものである。前近代的世．
界がこの世界システムに参入しようとするとき決定的に重要なのは中産
的生産者層としての市民階層がどれだけ存在しているかということであ
る。ここに歴史的連続性の重要性がある。「国家」官僚の行政機能によ
って代行することが困難な理由がある。国家によって市民階級の機能を
代行したとしてもより深い層で市民社会を成長させることが必要なので
ある。政治的には議会制民主主義の道を進めることであり，経済的に企
業と市場を発展させることであり，社会が法によって統治されることが
必要である。そのうえで科学技術教育が進められる事が重要である。そ
の土台に「自由に基づく正義」の理念を据えつつ「人格の尊厳」を追及
することが求められる。もちろん「自然」との調和もこれから絶対に無
視できないものである。まさに「創造された調和」の精神が必要であ
る10）。
　もともと「福祉」welfareとはwell－fareである，物事がうまくい、く
こと，そこから幸福になるとか，繁栄するという意味をもっていた。す
でに14世紀後半からスコラ哲学において「公共善」public　goodが国家
社会の基本理念とされ，これがwelfareとなった。この理念が近代とい
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う時代の基底を流れていた。「競争」や「自由」もwelfare，　public
goodにその根拠をもっていた。
9．むすび
　すでに見たように近代世界システムは国民国家と市民社会の複合体と
して展開した。国民国家はどこでもすぐに成立した。しかし市民社会の
建設は困難であった。市民社会の建設に成功したところは安定した生活
秩序を生み出したが，市民社会の建設に成功しなかったところは生活秩
序が不安定であった。社会生活の基礎をなす経済発展のために必要とさ
れる市場経済はまず競争原理を必要としたが，つぎの段階になると福祉
国家形成のため計画を必要とした。しかしこの計画を超えて効用を原理
とする競争を超えた高次の人格の尊厳としての「正義としての自由の原
理」を必要とする。社会と歴史に競争一計画一自由へのプロセスが求め
られる。福祉社会は自助と互助の統合によって可能となるが，競争原理
から計画原理を媒介とする高次の自由の原理が実現される過程で始めて
実現できるものなのである。福祉社会は人間精神の歴史の中で長い時間
をかけて形成されてきた市民社会の文化的水準に規定され，そこから人
間精神の「善」の探求としてのwelfare，　good　societyへの試みが理念
と制度として実現へと向うのである。
　注
　　1）　ウォーラスティンの世界システムと同じ用語を用いてるが，ウォーラステ
　　ィンと同じ分析方法に立っている訳ではない。ウォーラスティン理論の長所は
　　近代的世界を全体的にトータルに解明する試みにある。世界を中枢領域と周辺
　　領域にわけて，中枢領域を工業化された先進諸国として世界を支配する諸国と
　　して，周辺領域をその工業諸国に支配され原料を供給する諸国として位置付け
　　ることによって世界システムを解明する道が開かれた事である。しかし世界シ
　　ステムを「資本」という概念一本で解明しようとしたことが理論を単調なもの
　　にした。
　　2）　この分析視角はシュンペーターが「租税国家の危機」や「資本主義・社会
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主義・民主主義」で，君主が商工市民階級を政治的に支え，経済的に支えられ
た事態を「両棲」状態と位置付けたという視点に負っている。
3）周知の大塚史学の近代国民経済形成の理論である。ただ近代世界システム
の形成をイギリスの羊毛工業発展一本やりで解明するのは無理であるという認
識にたっている。
4）　向坂寛「和の構造』を参照。
5）古代ギリシャにおけるポリスの出現はミケナイ王朝のドーリア人侵入によ
　る破壊後紀元前8世紀から7世紀の中間に始まるとされる。ポリス制度の第一
の特徴はすべての権力手段に対する言葉の徹底的優位であった。言葉は最も重
要な政治的道具であった。第二の特徴は社会生活において公共的性格が最重要
課題であったということである。一方では個人的利害に対抗する市民共通の利
害に関する部分と，他方では秘密の方式に対する公開の場での討論の重要性の
認識であった。こうしたなかで貴族的理想はポリスを法の力によって階層的秩
序の中に位置付けることであった。古代ギリシャの幾何学はこの階層的秩序を
根拠づけることに使命があった。要素間の比例的調和ということの社会的意義
はこれであった。その意味でギリシャ幾何学の課題は社会的人間の徳の関係を
解明することにあって，近代におけるような物質的次元に関する学ではなかっ
　た。ウェルナン（1962）を参照。
6）　カール・レーヴィット（1953），訳書II，9ページ。
7）本論の目的の一つは「大衆社会論」と「福祉国家論」の内的関係を明らか
　にすることにある。階級国家から派生したものとしての「大衆国家論」（E，
　レーデラー），多元社会論との関係における「大衆社会論」（コーンフォース）。
　「大衆国家」も「大衆社会」も，近代国民国家と市民社会の展開過程で，市民
　社会が産業革命を通して労働者階級を生みだすなかで階級国家論が重視された
　が，階級国家論が行きづまり，そこから大衆国家論，大衆社会論が台頭した。
福祉国家論も階級国家論を突き抜ける理論としての側面があり，その側面から
　大衆国家論や大衆社会論と密接な関係がある。
8）　ミュルダールの「福祉国家論」の特徴は自由市場経済過程で生じた諸問題
　を解決するためにさまざまな局面で調整をより合理的に論理化する目的で「計
　画化」過程が生じたという理解にある。とくに民主主義過程の進展から国家が
　国民のニーズに対応するという事態から生じた下からの計画であるという事を
　重視している。
9）新古典派主義の流れに対抗しつつ，政治，経済，社会のパーソンズ的機能
　主義から「システム改革」の財政理論の構築を試みている神野直彦（1998）を
　参照。
10）　ミュルダールの体系の中心理念である。
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